
市
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

　

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
公
布
に
伴
い
、

上
場
株
式
等
の
配
当
所
得
お

よ
び
譲
渡
所
得
に
係
る
課
税

方
式
の
不
一
致
の
是
正
措
置
、

扶
養
親
族
申
告
書
の
記
載
事

項
の
追
加
措
置
、
住
宅
借
入

金
等
特
別
税
額
控
除
（
住
宅

ロ
ー
ン
控
除
）
に
係
る
適
用

期
限
等
の
延
長
措
置
、
そ
の

他
規
定
事
項
の
整
理
を
す
る

必
要
が
生
じ
た
た
め
、
所
要

の
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

印
鑑
条
例
等
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例

　

令
和
４
年
９
月
末
日
を
も

っ
て
リ
ー
ス
期
間
満
了
と
な

る
市
役
所
正
面
玄
関
横
設
置

の
住
民
票
等
自
動
交
付
機
を

廃
止
す
る
こ
と
に
伴
い
、
自

動
交
付
機
に
関
連
す
る
印
鑑

条
例
、
手
数
料
条
例
、
個
人

番
号
カ
ー
ド
の
利
用
に
関
す

る
条
例
に
つ
い
て
、
所
要
の

改
正
を
行
い
ま
し
た
。

令
和
４
年
度
一
般
会
計
補
正

予
算
（
第
１
号
・
第
２
号
）

　

第
１
号
の
補
正
予
算
で
は
、

①
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
と
し
て
、
昨
年
度

に
引
き
続
き
地
方
創
生
臨
時

交
付
金
を
活
用
し
、
感
染
拡

大
防
止
対
策
の
継
続
、
自
宅

療
養
者
等
へ
の
支
援
お
よ
び

事
業
実
施
に
準
備
期
間
を
要

す
る
取
り
組
み
、
②
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

と
し
て
、
国
の
補
助
制
度
を

活
用
し
、
保
育
所
等
の
感
染

防
止
対
策
、
低
所
得
の
子
育

て
世
帯
へ
の
特
別
給
付
金
支

給
、
③
農
業
委
員
会
の
業
務

効
率
化
対
策
と
し
て
、
県
補

助
金
の
新
た
な
採
択
に
伴
う

事
業
費
増
、
ま
た
、
「
全
国

自
治
宝
く
じ
」
「
地
域
医
療

等
振
興
自
治
宝
く
じ
」
の
収

益
金
を
財
源
と
す
る
助
成
金

を
活
用
し
、
地
域
活
動
支
援

等
を
実
施
、
④
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
ま
ん
延
防

止
の
た
め
、
市
内
各
保
育
施

設
に
対
し
、
登
園
自
粛
要
請

お
よ
び
臨
時
休
園
と
な
っ
た

期
間
の
保
育
料
の
返
還
な
ど

に
対
応
す
る
た
め
、
合
計
１

億
３
１
９
６
万
１
０
０
０
円

を
追
加
し
ま
し
た
。

　

第
２
号
の
補
正
予
算
で
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付

金
を
活
用
し
て
実
施
す
る
プ

レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行
事

業
に
対
し
、
県
制
度
と
合
わ

せ
て
補
助
金
を
交
付
す
る
ほ

か
、
マ
イ
ク
ロ
ツ
ー
リ
ズ
ム

の
推
進
お
よ
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
決
済
に
よ
る
ポ
イ
ン
ト

還
元
事
業
実
施
に
よ
り
、
市

内
経
済
の
活
性
化
や
原
油
価

格
・
物
価
高
騰
等
の
影
響
を

受
け
て
い
る
事
業
者
の
支
援
、

消
費
者
の
負
担
軽
減
を
図
る

た
め
１
億
５
２
５
４
万
９
０

０
０
円
を
追
加
し
、
予
算
総

額
を
３
４
９
億
７
９
５
１
万

円
と
し
ま
し
た
。

　

６
月
定
例
会
で
は
、
「
市
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」
や
「
印
鑑
条

例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」
な
ど
、
市
長
か
ら
提
出
さ
れ
た
８
件
の
議
案
を

審
議
し
、
い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可
決
・
承
認
・
同
意
し
ま
し
た
。

　

議
員
か
ら
提
出
さ
れ
た
国
民
の
祝
日
「
海
の
日
」
の
７
月
20
日
へ
の
固
定
化
を

求
め
る
意
見
書
に
つ
い
て
は
、
賛
成
多
数
で
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

個
人
・
団
体
か
ら
提
出
さ
れ
た
陳
情
３
件
に
つ
い
て
は
、
２
件
を
採
択
、
１
件

を
不
採
択
と
し
ま
し
た
。
ま
た
、
採
択
さ
れ
た
陳
情
を
受
け
て
議
員
提
出
さ
れ
た

意
見
書
１
件
に
つ
い
て
の
議
案
は
、
賛
成
全
員
で
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

　

一
般
質
問
は
、
３
日
間
行
わ
れ
、
17
人
の
議
員
が
市
政
に
対
す
る
考
え
方
な
ど

に
つ
い
て
執
行
機
関
に
説
明
を
求
め
ま
し
た
。
（
２
面
・
３
面
に
一
般
質
問
）

　

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
防
止
に
伴
う
議
会
対
応
と
し
て
、
一

般
質
問
の
制
限
時
間
の
短
縮
等
を
実
施
し
ま
し
た
。
（
４
面
参
照
）　
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物
件
供
給
契
約
の
締
結
に
つ

い
て
（
西
分
署
消
防
ポ
ン
プ

自
動
車
（
Ｃ
Ｄ
―
Ⅰ
）
）

　

現
在
使
用
し
て
い
る
水
槽

付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
が
、

購
入
か
ら
16
年
経
過
す
る
こ

と
か
ら
市
消
防
車
両
更
新
基

準
に
基
づ
き
、
市
内
で
の
建

物
火
災
や
車
両
火
災
、
救
急

隊
と
の
支
援
出
動
に
万
全
を

期
す
た
め
、
西
分
署
消
防
ポ

ン
プ
自
動
車
（
Ｃ
Ｄ
―
Ⅰ
）

の
購
入
に
つ
い
て
、
５
１
１

５
万
円
で
契
約
す
る
こ
と
と

し
ま
し
た
。
納
入
期
限
は
令

和
５
年
３
月
31
日
で
す
。

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会

委
員
の
選
任

　

令
和
４
年
７
月
３
日
に
任

期
が
満
了
と
な
る
固
定
資
産

評
価
審
査
委
員
会
委
員
に
、

新
た
に
田
中
諭
氏（
東
大
竹
）

を
選
任
し
た
い
旨
の
議
案
が

市
長
か
ら
提
出
さ
れ
、
賛
成

全
員
に
よ
り
同
意
し
ま
し
た
。

任
期
は
３
年
で
す
。

※
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員

会
と
は
、
固
定
資
産
課
税
台

帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
に
関

す
る
不
服
を
審
査
決
定
す
る

た
め
に
、
地
方
税
法
の
規
定

に
よ
り
、
市
に
設
置
す
る
執

行
機
関
で
す
。

　

委
員
は
、
議
会
の
同
意
を

得
て
、
市
長
が
選
任
し
ま
す
。

本
市
の
定
数
は
３
人
で
す
。

　

市
長
提
出
議
案
８
件
を

可
決
・
承
認
・
同
意

市議会の日程市議会の日程市議会の日程

９月定例会の開催予定

＊本会議は、午前９時30分から開始します。

８月30日（火）本会議（提案説明）

９月６日（火）本会議（議案審議）

　　８日（木）委員会（付託審査）

　　９日（金）委員会（付託審査）

　　14日（水）本会議（総括質疑）

　　16日（金）委員会（決算審査）

　　20日（火）委員会（決算審査）

　　21日（水）委員会（決算審査）

　　28日（水）本会議（一般質問）

　　29日（木）本会議（一般質問）

　　30日（金）本会議（一般質問）

10月４日（火）本会議

主
な
可
決
議
案

〒259-1188 伊勢原市田中348番地

　（0463）74-5085（直）／ FAX（0463）94-4738

https://www.city. isehara.kanagawa.jp/gikai/

本会議インターネット
中継のご案内

パソコンのほか、スマート

フォン、タブレット端末で

も、インターネット中継（生

中継）と録画配信をしてい

ます。

「傍聴に行けない」「外出

先から議会中継を見たい」

等の理由で議場に来ること

ができない方も、積極的に

ご利用ください。

市議会の詳細は
HPをCheck！

伊勢原市議会 検  索

　

　　

災害時の円滑な応急対策を確保するための取り組み

（事業者との災害時協力協定）

写真左）災害時における電気自動車（EV）からの電力供給の協力に関する協定

写真右）災害時における無人航空機（ドローン）を活用した支援活動に関する協定


